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3.1  世界無線通信会議（WRC）とは
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3.1.1  WRC-19の議題
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3.1.2  WRC-19に向けた準備会合と国内検討体制
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3.1.3  世界無線通信会議（WRC-15）の結果概要
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3.1.4  世界無線通信会議（WRC-12）の結果概要
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3.1.5  無線通信規則
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3.1.6  宇宙通信関係の周波数調整の流れ

610144_第3章  2019/03/08  10:04  ページ 136



― 137 ―

 
 

 

 RA-2000 RA-03 RA-07 RA-12 RA-15 
 2000 2003 2007 2012 2015 
 79 85 98 102 96 

 415 409 519 526 436 
 
 

 

3.2  無線通信総会（RA）とは
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3.2.1  無線通信総会（RA-15）結果概要
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3.2.2  無線通信総会（RA-12）結果概要
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3.3  無線通信アドバイザリーグループ（RAG）とは
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1．はじめに
　無線通信アドバイザリーグループ（RAG：Radiocommuni-
cation Advisory Group）は、ITU条約第11A条に規定され
た会合であり、世界無線通信会議（WRC）の準備や無線
通信総会（RA）、ITU-R研究委員会（Study Group：SG）
に関する計画、運営、財政事項等について検討し、その結
果を無線通信局長に提示することを任務としている。
　RAG会合は通常年1回開催されており、今会合は、2018年
3月26日～29日の4日間の日程でITU本部（スイス・ジュネー
ブ）において開催された。RAG会合は昨今3日間の日程が
通常であるが、今会合では、ITU戦略計画（Strategic 
Plan）及びITU-R業務計画（Operational Plan）の議論を
行うため、4日間での開催となった。
　出席者は、32か国の主管庁、民間企業、ITU事務局か
ら約85名である。
　本RAG会合では、2018年理事会関連事項、WRC-15決
議の実施、RA-19及びWRC-19の準備状況、SG活動、ITU
戦略計画及びITU-R業務計画、BR情報システム、セクター
間調整、メンバーアウトリーチが議題項目として審議が行わ
れたが、本稿では、日本が支援している「衛星網ファイリン
グの電子申請プロジェクト（WRC-15決議908の実施）」及び
ITU-R 4カ年業務計画を中心に報告する。

  2．衛星網ファイリングの電子申請プロ
　　 ジェクト（WRC-15 決議908の実施）
　WRC-15決議908は、各国主管庁が行う衛星網のファイ
リング申請・公表等を電子的に行うシステムをITUが導入す
ることを目的とした決議である。
　昨今、衛星の新規参入の増加により、衛星調整に係る作
業量が増加しているところであり、本決議を実施すること
により、郵送、FAXあるいはメールでやりとりしていた業
務を、ウェブシステム上で行うことができるようになれば、
主管庁及びITU無線通信部門（BR）の作業負担を大幅に
減らすことが期待できる。
　総務省は本決議の実施のためのBRにおける開発を支援
するため、昨年5月にITUに対して拠出金の供与を行って、

同プロジェクトの進捗に貢献しているところである。
　現時点までのところ、BRにより、衛星網ファイリングの
ためのオンライン申請システムが開発され、同システムの外
部テストが実施されたところである。
　BRからは、今後のスケジュールは以下が予定されている
ことを含め進捗状況について報告があった。
・2018年6月中頃まで：同システムの外部テストの結果を
踏まえた改良
・2018年7月末まで：同システムを任意で使用可能（主管
庁はFAXやメールの添付ファイルによる提出も可能）
・2018年8月以降：同システムの使用の義務化
　日本からは寄書を提出し、外部テストに全ての主管庁が
参加することが望ましいこと、BRはエンジニアの増員や設
備の増強をすべきであることを主張した。
　同プロジェクトによりBRによって開発されるシステムが、
主管庁及びBRの作業効率化を促進し、新たに参入する事
業者にとっても容易に使用できるようユーザーフレンドリー
なものとなり、確実性と安全性を確保できるものとなるよう
に、今後も引き続き進捗を確認しつつ、積極的に貢献して
まいりたい。

 3．ITU戦略計画案（2020－2023年）及び
ITU-R 4カ年業務計画案（2019－2022年）

3.1　ITU戦略計画案（2020－2023年）
　現行のITU戦略計画は、2014年の全権委員会議（PP）
決議71として承認された2016～2019年の戦略計画である
が、次期戦略計画（2020～2023年）については、2018年
秋に開催されるPP-18での承認に向けて検討が行われてい
るところである。
　同戦略計画案は、本RAG会合後に開催される理事会
（2018年4月に開催済）において審議される前に、無線通信
部門の観点からの意見をRAGからBR局長に助言すること
が求められており、本RAG会合でその審議が行われた。
　同戦略計画には、戦略ゴール、ターゲット、各セクター
の目的、アウトカム、アウトプット等が記載されており、戦
略計画のフレームワークは図1のとおりである。

網
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野
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子
こ

総務省　総合通信基盤局 電波部 電波政策課 国際周波数政策室

ITU-R RAG 第25回会合結果概要
―WRC決議908及びITU-R 4カ年業務計画を中心に―

3.3.1  無線通信アドバイザリーグループ（RAG）第25回会合の結果概要
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　現戦略計画から次期戦略計画への主な変更点としては
以下が挙げられる。
・戦略ゴールは、4つ（1成長、2包括性、3持続性、4イノ
ベーション及びパートナーシップ）であったが、イノベー
ションとパートナーシップを分離し5つとした。
・ITUの共通理念・原則として重視すべき「バリュー」の
コンセプトを8つから5つに整理統合した。
・「WSISアクションライン及びSDGsとのリンク」を記載
する章を追加した。
・各セクター共通の目的として、セクター間及び事務総局
との調整の強化を追加した。
・ITU-Rセクターの目的、アウトカムについては、軽微な
文言修正を加えた。

　本RAG会合では、ITU-Rの目的、アウトカム部分の文言
について、他セクターとの並びの観点等からの修正意見が
あり、それらを含めた上で、BR局長から理事会のワーキン
ググループに修正意見が提出されることとなった。

3.2　ITU-Rの4カ年業務計画案（2019－2022年）

　ITU-Rの4カ年業務計画は、上記のITU戦略計画に基づ
いて毎年作成され、RAGで検討したのち、理事会で検討・
承認されることとなっている。本RAG会合では2019年～
2022年におけるITU-R 4カ年業務計画の審議が実施され
た。同業務計画は以下の構成となっており、同業務計画と
ITU戦略フレームワークとの関係は図2のとおりである。

• ITU-Rの状況と主な優先事項
・WRC-15における決定事項の実施
・RRBによる手続き規則の採択
・ソフトウェアツールの開発及びITUメンバーへの提供
・ITU-R Study GroupにおけるRA-19及びWRC-19の
準備
・電波有効利用のための勧告・レポート・ハンドブッ
クの作成（特に5Gに関するもの）
・世界及び地域の無線セミナー、会合、ワークショッ
プ等のイベントによる、情報の普及及び共有情報の
普及及び共有

• ITU-Rの結果の枠組み
• リスク分析
• ITU-Rの目的、アウトカム、アウトプット
• 業務計画の実施

　本RAG会合では、ITU-Rのアウトカム指標が一つ追加さ
れ、それに伴いアウトカム指標が追加される等の修正が行
われたのち承認され、理事会に送付されることとなった。

4．次回のRAG会合
　次回RAG（第26回）会合は、2019年4月15日から17日の
3日間で開催予定である。次回は、WRC-19及びRA-19の直
近の会合となるため、それらに関連した提案及び審議が実施
されることが想定される。WRC-19対応の観点からも、次回
RAG会合について、より動向に注意して対応してまいりたい。

■図1．戦略計画のフレームワーク（CA/239 
Summary of conclusions of the 
twenty-fifth Radiocommunication 
Advisory Group meetingより転記）

■図2．ITU-R業務計画とITU戦略フレームワーク（CA/239　Summary of conclusions 
of the twenty-fifth Radiocommunication Advisory Group meetingより転記）
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3.4  研究委員会（SG）とは
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3.4.1  研究委員会等の構成及び議長・副議長

610144_第3章  2019/03/08  10:04  ページ 150



― 151 ―

Mr. Se-Kyoung Park  

Mr. V. V. Singh  

SG5 

 

TERRESTRIAL SERVICES 
 

 

 

 
 

Mr. M. Fenton  Mr. E. H. Abdouramane  

Mr. A. Al-Amri  
Mr. G. Osinga  

Mr. W.M. Sayed  

Mr. L. B. Ha  
Mr. D. Sanou  

Mr. S. Al-Balooshi UAE  

NTT  
Mr. A. S. Calinciuc  

Mr. M. Cattaneo  

Ms. Cindy-Lee Cook  
Mr. A. Kadayan  

Dr. H. Mazar  

Mr. B. Mbaye  
Mr. F. I. Onah  

Dr. B. Patten  

Mr. V. Poskakukhin  
Prof. S. Shavgulidze  

Mr. A. Shurakhov  

SG6 

 

BROADCASTING SERVICE 
 

 

 

SNG

NHK  

Mr. A. Kesse  

Mr. Q. Zeng  
Mr. M. Abdulrahman  

Mr. A. A. Araimi  

Mr. C. Dosch  
Ms. A. E. F. E. Silva  

Mr. R. Kapoor  

Mr. A. Kisaka  
Mr. A. Lashkevich  

Mr. K. D. P. Niane  

Dr. W. Sami  
Mr. R. Bunch  

Mr. A. H. Nafez  

Dr. P. Zaccarian  

610144_第3章  2019/03/08  10:04  ページ 151



― 152 ―

 
SG7 

 
SCEINCE SERVICES Mr. J. Zuzek  Mr. M. M. Abdelhaseeb  

Mr. A. Amin UAE  

Mr. O. O. T. Anyaeji  

Mr. B. Dudhia  
Mr. Zhoran Liu  

Mr. R. Nurshabekov  

Mr. J. Pla  
Mr. I. V. Zheltonogov  

CCV 

 

COORDINATION COMMITTEE 

FOR VOCABULARY 

 

Mr. C. Rissone  Mr. C. Menendez Arguelles  

Ms. O. Khimach  

M . P. Najarian  
Mr. M.I.A.. Sadeq  

Mr. C.Xie  

Mr. G.Yayi( ) 

 

610144_第3章  2019/03/08  10:04  ページ 152



― 153 ―
ITUジャーナル　Vol. 48　No. 2（2018, 2）24

まえがき
　ITU-Rの研究委員会等における作業方法については、本
誌2014年1月号に、基本的作業方法を規定した決議ITU-R1
並びに世界無線通信会議の準備作業について規定した決議
ITU-R2を含めて、概略を述べた［1］。その後、決議ITU-R1
については2015年の無線通信総会で大幅な見直しが行わ
れたことから、以前の寄稿に何らかのフォローアップが必
要と考えていた。一方、日本ITU協会から、ITU活動のよ
り身近な普及の観点からできる限り決議の原文に沿った和
訳を紹介したいとの提案を受けた。そこで決議ITU-R1－7
（2015年版）のボリュームが相当量に及ぶことから、会議
参加者にとって重要と考えられる項目を抽出して、その日
本語訳を示すとともに、その規定は会合での対応にどのよ
うな影響をを与えるかについての解説を試みた。
　この主旨から、決議の前文にあたるconsidering, noting 
部分は省略し、決議事項（resolves）で参照され決議の実
質を含むAnnex（付属書）の内容を抜粋して、その解説
を記載している。本号では付属書1（ITU-Rの作業方法）
を対象とし付属書2（ITU-Rの文書）は次号以降で述べる
こととする。

決議ITU-R1－7：無線通信総会、研究委員会、
無線通信アドバイザリーグループ及び無線通
信局内他グループの作業方法
付属書1　ITU-Rの作業方法

　（以下A1.X.Y.Zは付属書＝Annex1の項番を意味する。）

A1.1　序論
　序論（Introduction）を構成するA1.1.1、A1.1.2は、ITU
憲章に照らしてITU-R（=無線通信部門）及び無線通信局
の役割について述べ、合わせて本決議の所掌範囲を述べ
ているが、和訳と解説は省略する。

A1.2　無線通信総会
A1.2.1　機能

A.1.2.1.1　無線通信総会は以下の事項を行わねばならない。
－無線通信局長（以下局長）、研究委員会議長、CPM＊1

議長、無線通信アドバイザリグループ議長（条約160I項
に基づく）、並びに用語調整委員会議長、からの報告
を検討する。

－研究完遂への優先度、緊急性、所要期間、及び財政
上の影響を考慮し、さらに下記事項の見直しを行って、
作業計画（決議ITU-R5参照）を承認する。
－既存及び新規の研究課題；
－既存及び新規のITU-R決議；
－研究委員会議長の総会報告で特定された次会期
に持越しとなるトピックス。

－2回引き続く総会に、研究委員会議長から「研究への
寄書が受領されなかった」と報告された研究課題を
削除する。ただし、構成国、部門構成員またはアソシ
エートから「本課題について研究を遂行中であり、次
回総会までに結果を寄与する」旨の報告がなされた
場合、またはその課題の改訂版が承認されている場
合を除く。

－承認された作業計画に照らして、研究委員会の維持、
終結、設置の必要性について決定し（決議ITU-R4参
照）、各委員会へ研究すべき課題を割り当てる。

－開発途上国特有の問題に特別の注意を払い、途上国
が関心を有する課題の研究への参画を奨励するため、
これらの研究課題を可能な限りグループ化する。

－改訂されるまたは新規のITU-R決議を見直し承認する。
－研究委員会またはITU構成メンバー＊2提案の勧告案及
び所掌範囲内のその他文書の検討と承認を行う。また
本決議の全体または他のITU-R決議の定めに従い、代
表団が勧告案・その他文書の審議・承認を行えるよう
適切な措置を講ずる。

＊1　CPM：Conference Preparatory Meeting.
＊2　構成メンバー（Membership） は、構成国（Member State）、部門構成員（Sector member）、準構成員（Associate）、学界（Academia）

の総称。

無線通信総会、ITU-R研究委員会等の
作業方法を定めた決議ITU-R 1-7
―和訳抜粋と解説（その1）―

橋
はしもと

本　明
あきら

株式会社NTTドコモ　ネットワーク部 標準化カウンセラー

3.4.2  作業方法（1）
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－前回無線通信総会以降に承認された勧告に留意する、
特に無線通信規則に参照引用された勧告には注意を
払う。

－会期中に改訂・承認された「無線通信規則に参照引
用されたテキストを含むITU-R勧告」のリストを直後
の世界無線通信会議に通知する。

（A.1.2.1.1 解説記事）
　無線通信総会（RA：Radiocommunication Assembly）
で審議すべき主要事項は、以下のように要約される。
（1）ITU-R勧告（Recommendation）の承認
　本決議の付属書2で定めるように、勧告案は研究委員会
（SG：Study Group）での審議後にITU構成国の郵便投
票手続きを経て随時採択及び承認が行われるため、4年
に一度のRAに審議が持ち込まれる勧告案は少ない。これ
らは、日程的にRAでの承認が適しているもの、SG会合
またはその後の郵便投票段階で反対国があって採択に
必要な支持が得られず総会に持ち込まれたもの等が該
当するが、RA直後の世界無線通信会議（WRC：World 
Radiocommunication Conference）の議論に関連するも
のも多い。したがって、このような勧告案のRAでの審議
には、WRCへの対処方針も考慮した対応が必要である。

（2）次会期研究課題（Question）の承認
　Questionについても、勧告と同様にSGでの採択後郵
便投票を経て逐次内容更新が行われている。RAではSG
ごとに提出される担当Questionを一括承認している。た
だし例外的に、構成国・地域グループからRAに直接提
案されるQuestion、また近年あまり例を見ないが全権委
員会議、理事会等上部機関からQuestionが付託される
こともある。これらについてはRAで新たに審議を行い
担当SGを決定するので個別の対処が必要である。

（3）ITU-R決議（Resolution）の審議及び承認
　ITU-R決議には、本稿後段で詳しく述べるように、（i）
全SG共通に関連する研究・作業の進め方、ITU-T等他組
織との協力の在り方等を規定するもの、（ii）特定技術分
野の課題について、研究の留意点等を規定するものが
ある。（i）については、予め無線通信アドバイザリグルー
プ（RAG：Radiocommunication Advisory Group）で
議論される場合が多くCorrespondence Group（CG）な
どの作業を経てRAGで一定の合意を得ればRAG議長報
告に含めて総会に提出される。この「RAGでの事前合意」
は一定の影響力を有するので、会期を通じてRAG会合

への対処（CG活動を含む）が重要となる。一方（ii）に
ついては、担当SGから改訂案が提出されることが多い
ので、SG会合に至る過程で必要な寄与を行っておくこ
とが望ましい。（i）（ii）いずれの決議に対しても構成国
または地域グループが独自に改訂決議案、新決議案を
総会に提出することもできる。

（4）SGの構成・所掌見直しに関する審議
　ITU-Rでは2007年の無線通信総会（RA-07）で大規模
なSG構成の見直しが行われたが、それ以降SGの所掌、
構成の見直しは行われておらず6つのＳＧ体制が維持され
ている。SGの構成、所掌（scope）は、議長、副議長の
氏名とともに決議ITU-R4に定められている。

（5）SG等の議長、副議長の指名
　本決議（ITU-R1）には「SG等の議長の指名をRAが
行う」と明確に述べた条項はないが、決議ITU-R4にSG
等の議長・副議長の氏名が記載されること、決議ITU-R 
15に「for each post the Assembly will appoint the 
Chairmen and those Vice-Chairmen deemed necessary.」
との記述があることから、RAがこれらの指名を行うと
解釈される。議長の指名に関するプロセスについては
A.1.2.1.2（代表団長）参照。

A.1.2.1.2　代表団長は以下の事項を行わねばならない。
－（総会での）作業の組織及び関連委員会の設置に関
する提案を検討する。

－決議ITU-R15を考慮して、（総会の）委員会、研究委
員会、CPM、無線通信アドバイザリグループ、及び
用語調整委員会の議長・副議長の指名に関する提案
を作成する。

（A.1.2.1.2 解説記事）
　無線通信総会（RA）では、会議開催前、会議中を通じ
て随時、「構成国代表団長会議」が招集される。会議開催
前の代表団長会議では、ITUからRA（全体会合）の議長・
副議長、総会委員会（通常5つのCommitteeが設置される）
の議長・副議長の案、さらに会議中には次会期の研究委
員会等の議長・副議長の草案が示され、合意形成を目指
して議論・調整が行われる。
　これらの議長・副議長指名について、近年は地域バラン
スが考慮されるので、地域グループごとに可能な限り推薦
候補者の事前調整を行う場合もある。

610144_第3章  2019/03/08  10:04  ページ 154



― 155 ―
ITUジャーナル　Vol. 48　No. 2（2018, 2）26

A.1.2.1.3　条約第137A号及び条約第11条Aの規定に従い、
無線通信総会は、無線通信規則に定める手続きに関する
事項を除き、その権限の範囲内の特定の課題について、そ
れらに必要な処置に関する助言を得るため、無線通信アド
バイザリグループに付託することができる。

（A.1.2.1.3 解説記事）
　本条項に関連し「無線通信総会からRAGへの権限委託」
を明文化して、その諸条件を定めたものとして決議ITU-R 
52が採択されている。SGの作業効率化などITU-R決議の
改正を要する課題については、会期中にRAGに提出され
る各国提案等に基づき、改訂草案がRAG主導で作成され、
総会に提出されることもある。また反対国がなければ改訂
の方向がRAを待たず直ちに実施されることもあるので、
RAG会合の結論には常に留意が必要である。このような
点でRAGは会期途中におけるRA代替機能を果していると
言える（後述、A1.4.2参照）。

A.1.2.1.4　無線通信総会は、直後の世界無線通信会議に
対して、将来の議題に関する研究進捗、さらに過去の無
線通信会議で要求された事項に応ずるITU-Rにおける研
究進展について報告せねばならない。

（A.1.2.1.4 解説記事）
　WRCの約6か月前には、CPM第2回会合の結果を受けて
WRC議題の研究結果を取りまとめたCPM Reportが作成さ
れるが、これとは別に、RAから直後のWRCへReportが送
付される。このReportには、RAで新たに承認された勧告を
含めてCPM Report発行後に承認されたITU-R勧告、無線
通信規則（RR：Radio Regulations）に参照引用されてい
るITU-R勧告の最新版リスト、新規及び大幅改定された
ITU-R決議等が記載される、これらの情報は必要に応じて
WRCでのRR改訂の議論に反映される。

（A1.2.1.5、A1.2.1.6省略）

A1.2.2　構成

A.1.2.2.1　無線通信総会は、憲章第13条、条約第8条、連
合の会議・会合の一般規則により割り当てられた責務を遂
行するに当たり、組織、作業計画、予算統制、編集事項
に対処する委員会を必要に応じて設置して作業を行わね
ばならない。

A.1.2.2.2　前項の委員会に加えて、無線通信総会は、総
会議長が主宰し総会副議長及び各委員会議長・副議長か
ら成る「運営委員会」を設置せねばならない。

（A.1.2.2.1、A.1.2.2.2 解説記事）
　最近のRAでは慣例として、「運営（COM1）」「予算統制
（COM2）」「編集（COM3）」「組織と作業計画（COM4）」「作
業方法（COM5）」の5つの委員会（Committee）を設置して
審議を行っている。これらのCOM議長・副議長は、地域
バランス等を考慮して、総会の第1回全体会合で指名され
る（A.1.2.1.2代表団長会議参照）。特に各国・各地域提案
等を基にITU-R決議等に関する審議を行うCOM4、COM5
の議論が重要である。

（A1.2.2.3、A1.2.2.4省略）

A1.3　無線通信　研究委員会
A1.3.1　機能

A.1.3.1.1　各研究委員会は、その任務たる無線通信事項に
関し、計画・スケジューリング・監督・委任等の関連事項
を含めて、研究の遂行、勧告・研究課題の採択、さらに
報告・ハンドブックの承認を行う実務的役割を遂行せねば
ならない。

A.1.3.1.2　各研究委員会（SG）の作業は、決議ITU-R4の
定める所掌範囲内で、SG議長が同副議長との協議により
策定した提案を基にSG自体が編成せねばならない。
　全権委員会議または他の（上部）会合や理事会・無線
通信規則委員会が条約第129号に従い委任したトピックス
に基づき無線通信総会が承認した新規または改訂研究課
題・決議についての研究も行わねばならない。条約第149号、
149A号と決議ITU-R5に従い、SGは、その所掌範囲のトピッ
クスに関して研究課題がなくても研究を行うことができ
る。このような研究について、特にその作業のscopeは
ITUのwebsiteに載せるべきである。研究課題なしで開始
された研究が4年を超えて継続されると想定される場合、
SGは適切な研究課題を作成することが奨励される。

（A.1.3.1.2 解説記事）
●SGの編成には傘下の作業部会（WP：Working Party）
の構成・所掌、担当研究課題並びにこれら作業部会の
議長の指名も含まれるのであるが、本条項によりSG議
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長が（副議長と協議の上）これらの提案ベースを作成し
SG会合で決定すると定められている。SG内WP構成は、
総会・WRCなど上位組織から新たな委任事項がない限
り、前会期の構成をそのまま受け継ぐことが多いが、会
期当初のSG会合で確認する必要がある。

●A.1.2.1.1（2）の解説でも述べたように、「全権委員会議、
理事会等上部機関からRAに対して課題が付託される」
ことがある（ITU条約のNo.149、149Aに基づく）。近年
は特に、WRCからその議題に関連して付託される課題
（topics）が重要である。このような上部機関からの要請
を含めて、SGは「研究課題なし（without Questions）」
で研究ができることを明確に述べている。会合への新規
事項の提案に当たって、研究課題の採択を同時に提案
するか否かは本条項の規定を参考に判断すると良い。
●SGで取り組んでいる研究の全体像を明らかにするため
には、研究課題なしの研究についてもその要旨を周知す
る必要があるため、ITUウェブサイトへの掲載が追記さ
れた。また研究課題なしの研究期間が4年を超える場合
には、研究課題の作成が奨励されている。ただしこれは
義務ではないため、各SGの足並みが揃うかは今後の動
向次第である。

（A.1.3.1.3省略）

A1.3.1.4　研究委員会は、その作業完遂促進に必要なサブ
グループを設置することができる。A1.3.2.2項で定められ
る作業部会（WP）を除いて、研究委員会会合で設置され
るサブグループの委任事項及び作業の節目は、研究委員
会各会合で適宜見直しと調整を行う。

（A.1.3.1.4 解説記事）
　SG傘下の組織としては、WP、タスクグループ（TG：Task 
Group）、ラポータグループ（RG：Rapporteur Group）、
合同ラポータグループ（JRG：Joint Rapporteur Group）、
コレスポンデンスグループ（CG）などがあり、このうち
WPだけが1会期（＝約4年）以上存続する継続的組織とさ
れ、その他は時限組織と扱われる。WPにはSGと同様に所
掌事項（scope）が定められる。一方、他組織には「Terms 
of reference（委任事項）」がSG会合で規程され、研究す
べき対象がより厳密に規定される。

A1.3.1.5　（A1.3.2で規定される）作業部会またはタスクグ

ループ・合同タスクグループが世界（または地域）無線通
信会議の検討事項に関する準備研究を割り当てられた場
合（決議ITU-R2参照）、それらの作業は関連研究委員会、
作業部会及びタスクグループによって調整が行われるもの
とする。作業部会またはタスクグループ・合同タスクグルー
プの最終報告書は、各研究委員会からのテキストをDraft 
CPM Reportにまとめるために召集される会合（CPMプロ
セス）に直接、または例外的には関連研究委員会を通じて
提出することができる。

（A.1.3.1.5 解説記事）
　WRC準備作業（Draft CPM Reportの作成並びに関連
勧告・報告の策定）は、決議ITU-R2の定めるところにより、
第1回CPM会合（CPM-1）で各議題の責任グループと関連
グループが指定される。この際、複数SGが関与する議題
の研究体制は、合同グループの設置を含めてCPM-1の意
向で決定される。一方、SG内のどの作業部会（WP）等を
責任グループ・関連グループに推奨するかは主として当該
SGの意向が反映される。
　実際に研究体制が確定した後、本条項で「関連SGを通じ
ての提出は例外的」と規定するように、SG会合は原則CPM 
Reportテキスト案の審議には関与せず、各責任WP等から
CPMマネジメントグループへ直送される。ただし、WRC
準備作業の一環として策定される勧告案、報告案は、その
採択・承認手続きのためSG会合へ提出されねばならない。

（A.1.3.1.6－A1.3.1.9省略）

A1.3.1.10　研究委員会会合は、作業部会（WP）及びタス
クグループ（TG）によって準備された勧告案、報告案、
研究課題案、（WP議長等の）進捗報告及び他の文書、さ
らにまた、会合参加メンバー、ラポータ、同研究委員会に
より設置されたラポータグループから提出された寄与文書
を検討しなければならない。会合への参加促進のため、議
事日程案は、可能な範囲で個々のトピックスを審議するた
めの日を示して、遅くとも会合の3か月前に回章により周
知しなければならない。

（A.1.3.1.10 解説記事）
　SG会合の開催は回章（AC：Administrative Circular）
で開催日の約3か月前に周知される。回章には、開催日と
開催場所のほか、会合の議事日程案（draft agenda）が示
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される。ただしSG会合は通常1～ 2日間と短いので、テー
マごとの審議日周知は行われていない。

（A.1.3.1.11、A1.3.1.12省略）

A1.3.1.13　研究委員会会合は、適切と思われる際には、
作業部会及びタスクグループ会合の直後に開催するものと
する。これらの研究委員会会合の議事日程案には、以下
の事項を含むものとする。
－研究委員会会合の前に開催され、勧告案を準備して
いる作業部会及びタスクグループがあり、その勧告案
に、（本決議の）付属書2、A2.6の規定による承認手
続が適用される場合、これらの新規または改訂勧告
案の要約を付したリスト。

－研究委員会会合直前に開催される作業部会及びタス
クグループ会合で扱われ、勧告案の策定が想定され
るトピックスの説明。

（A1.3.1.13 解説記事）
　SG会合の議事日程案には以下の事項を含むものとする
（通常回章のAnnexに表記される）。
－WP等が早期に（回章発行前に）勧告案を準備し、本
決議後段の§A2.6に定める勧告採択・承認手続きの
適用が想定される場合、それらのリストと要旨。

－SG会合直前に開催されるWP会合で勧告案策定が想
定される場合には、そのトピックス。

　これらは、各国がSG会合への出席を判断する根拠を提供
するための規定である。ただし第1項が確実にSG会合に上
程される勧告案であるのに対して、第2項は上程される可
能性を述べているのみであることに留意する必要がある。

（A.1.3.1.14－A1.3.1.16省略）

A1.3.2　構成

A1.3.2.1　研究委員会の議長は、副議長、作業部会の議長
及び副議長、並びに、作業体制の支援のため、下部グルー
プの議長によって構成される運営委員会を設置するものと
する。

（A.1.3.2.1 解説記事）
　SG会合開催前に、SG議長、副議長、WP議長等から構
成される「運営委員会（Steering Committee）」が開催さ

れる。本委員会は、SGに各WP等から提出される文書（勧
告案、報告案等）につき、SGレベルでの調整が必要か、
また審議文書間で相互参照等がある場合、文書の審議順
をどのようにするかなどを議論し、会合議事日程案を確認
することを主目的とする。「運営委員会」はSG会合期間中
も必要に応じて17時以降など時間外を利用して開催される
こともある。
　本条項の規定にならい、WPについてもWP議長及び傘
下のSub-Group議長等により同種の運営委員会を開催して
いるグループもある。この運営委員会では審議対象となる
文書のSub-Groupへの割り当て、会議期間中のスケジュー
ル等を議論する。
　効率的な会合対応には、「運営委員会」の審議結果を速
やかに把握することが有益であるので、そのためにも自国
から委員会メンバー（各階層の議長、副議長）を選出して
おくことが望ましい。
　A.1.3.2.2－A.1.3.2.9は、SG傘下の組織とそれらの機能につ
いて規定しているが、これらは本誌2014年1月号（文献［1］）
で概説しており、その後改訂された本決議新版においても
内容は基本的に変わっていないので、和訳と解説は省略す
る。

A1.3.2.10　研究委員会のラポータグループ、合同ラポー
タグループ及びコレスポンデンスグループの作業への参加
は、構成国、部門構成員、準構成員及び学界の代表に開
放されている。これらグループへの見解表明・文書提出は、
いずれも提出する構成国、部門構成員、準構成員または学
界を、各々の場合に応じて、明示すべきである。

（A.1.3.2.10 解説記事）
　本条項は、RG、JRG、CGの活動には全てのメンバーが
参加可能であることを明確にしているが、それらへの意見
表明、寄書提出は、その出所（構成国、部門構成員、準
構成員等）を明らかにすることが求められている。特に
CGでは電子的手段（E-mail）により意見を表明すること
が基本であるが、個人的意見ではなく所属組織としての見
解が求められる点に留意すべきである。なお本稿では説明
を省略しているがA.1.4.4項にもRAGが設立するRG、CGに
ついて同様の規定がある。

（A.1.3.2.11省略）
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A1.4　無線通信アドバイザリーグループ
A1.4.1　A1.2.1.3項に規定されるとおり、無線通信総会は、
無線通信規則に含まれる手続きに関する事項を除いて、そ
の権限範囲の特定問題につき、その問題に要する措置に
関する助言を求めるため、無線通信アドバイザリグループ
に付託することができる。
A1.4.2　無線通信アドバイザリグループは、決議ITU-R52
に従い、次の総会までの期間に、総会に代わって行動する
権限が与えられている。

（A.1.4.1、A1.4.2 解説記事）
　A1.4.1は、前出A.1.2.1.13（RAからRAGへの委任事項）
と対をなす条項であり、主に無線通信局長に対する助言に
言及している。A1.4.2は、RAGのRA代行機能をより具体的
に規定した決議ITU-R52を引用して、その機能を明確化し
ている。特にSG作業方法等を規定した本決議の内容もRAG
で見直し案が出席国により合意されれば、その決定は次の
RAまでの間、暫定的に有効な決定として機能する。

（A.1.4.3、A1.4.4省略）

A1.5　世界・地域無線通信会議の準備
　A1.5の各条項（A1.5.1.1－A1.1.5.4）には、WRC等の準備
作業の在り方及びCPMの任務が概略記載されているが、こ
れらのより詳細は決議ITU-R2－7に規定されており文献［1］
で解説されているため和訳・解説記事は省略。

A1.6　その他の考察
A.1.6.1　研究委員会間、部門間、及び他の国際組織との

調整

（A.1.6.1.1省略）

A1.6.1.2　リエゾンラポータ

　研究委員会間の調整は、他の研究委員会、用語調整委
員会または他の2部門（2セクター）の関連研究委員会の作
業に参加するリエゾンラポータを任命することにより確実
なものにすることができる。

（A.1.6.1.2 解説記事）
　近年は、単一SG内で議論が完結しない課題も多くリエ
ゾンラポータの任務は重要である。ただしSG会合は開催

頻度が少ないこともあって（年1～ 2回）、SG間ラポータの
実例はあまり多くはない。グループ間のリエゾン活動は、
実務を遂行するWPレベルでより重要となる。WPによって
は他のグループに対して常設のリエゾンラポータを設けて
いる場合もある。また特定のトピックスに対して、その都
度Contact personを指定して対応を行う場合もある。

A1.6.1.3　部門間グループ

　特定の場合に、あるトピックスに関する相互補完的な作業
を無線通信部門の研究委員会間で、または電気通信標準
化部門及び電気通信開発部門のSG間とも、行うことができ
る。このような場合、2部門もしくは3部門の間で、部門間
調整グループ（ICG）または部門間ラポータグループ（IRG）
の設置を合意することができる。これらグループの詳細に
ついては決議ITU-R6及び決議ITU-R7を参照のこと。

（A.1.6.1.3 解説記事）
　ITU-Rと他セクター（ITU-T、ITU-D）との協力・協調
については、以前から必要性が認識され決議ITU-R6（対
ITU-T）、決議ITU-R7（対ITU-D）において、共同活動の
原則が規定されている。近年特定課題について、より組織
的に協力活動を遂行する必要が生じたため、Intersector 
Coordination Group（ICG）の設置が本条項で新たに規定
され、合わせて決議ITU-R6にもICGの具体的活動の詳細
が定められた。

A1.6.1.4　他の国際組織

　他の国際機関との協力及び調整が必要な際、その窓口
機能は局長により果たされねばならない。特定の技術的事
項に関するリエゾンは、局長との協議後、作業部会または
タスクグループ、もしくは研究委員会によって指名された
代表によって行うことができる。この手順の詳細について
は、決議ITU-R9を参照のこと。

（A.1.6.1.4 解説記事）
　近年は国際標準策定の際、他の関連機関（特にSDO：
Standardization Development Organization標準開発組
織）と連携を取りながら作業を進めることが多々ある。他
機関とのコミュニケーションは、SGを介さずとも、実務を
行うWP、TGが主導的に行ってよいこと、その際のITU-R
の窓口は無線通信局長が務めることが本条項に規定され
ている。
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A1.6.2　局長のガイドライン

A1.6.2.1　本決議の補完として、局長は、研究委員会及び
その傘下グループの作業に影響する「無線通信局での作
業方法と手続きに関するガイドライン」の最新版を定期的
に発行する責務を負う。このガイドラインは、文書に関す
る側面とともに、会合とコレスポンデンスグループの規定
に関する事項を含む必要がある。

A1.6.2.2　局長により発行されるガイドラインは、寄書の
準備やその提出期限並びに議長により準備される報告書、
他の文書及びリエゾン文書を含む様々な文書の詳細指針
を含まねばならない。また、ガイドラインでは、電子的方
法による文書の効率的な配布に関する実務的な事項も取り
扱うものとする。ガイドラインはさらに、新規または改訂
ITU-R勧告に関する共通必須フォーマットも含むものとする。

（A.1.6.2.1、A1.6.2.2 解説記事）
　ITU-Rの会合参加者は、本決議のほかにこれを補完する
ものとして発行される「Guidelines for the working methods」
を合わせて参照する必要がある（ITU HP＝文献［2］）。本
ガイドラインには、各種会合（RA、CPM、SG、WP等）の
招請レター発出時期、寄与文書の提出期限、勧告の共通
フォーマットなど会合参加者にとって重要な実用的情報が
記載されている。
　本ガイドラインは無線通信局長の責任で発行されるが、
その内容について追加、見直しの要望がある構成国または
各部門構成員はRAG会合に修正案を提案することができる。

参考文献
［1］　橋本明「ITU-R 研究委員会等における作業方法」、ITU

ジャーナル　Vol. 44 No. 1（2014, 1）。
［2］　https://www.itu.int/oth/R0A01000003
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まえがき
　ITU-Rの研究委員会等における作業方法を規定した決
議ITU-R1について、本誌前号［1］では主に作業方法を定め
た付属書1（Annex1）の和訳（抜粋）と解説を記載した。
本号では引き続き付属書2（Annex2）「ITU-Rの文書」に
ついて同様の試みを継続する。付属書2はボリュームが多
いので、今回はその前半を構成する一般的事項、ITU-Rの
決議、決定、研究課題に関する各項の和訳（抜粋）と関
連する解説を記載し、ITU-R勧告、報告、ハンドブック等
に関する後半部分は次号に掲載することとする。

決議ITU-R1-7：無線通信総会、研究委員会、
無線通信アドバイザリーグループ及び無線通
信局内他グループの作業方法
付属書2　ITU-Rの文書（前半）
　（以下A2.X.Y.Zは付属書＝Annex2の項番を意味する。）

A2.1　一般原則
　以下のA2.1.1及びA2.1.2節において、用語「テキスト」は、
A2.3からA2.9各章にて定義されるITU-R決議、決定、研究
課題、勧告、報告、ハンドブック及び見解に対する総称と
して用いられる。

（A.2.1 解説記事）
　決議、勧告、報告等の成果出版物の一般的総称に「text：
（テキスト）」が用いられることを述べている。これらはま
た本付属書表題と同様の「documentation」とも表現され
るが、「documentation」は会合の出力文書（temporary 
document、liaison statementなど）も含むより広い意味
にも使われる。一方、用語としての「text：（テキスト）」
は特定の「文章」「記述」も意味するので、会合ではこの
目的で使用されることにも注意が必要である。

A2.1.1　テキストの提示

（A2.1.1.1－A2.1.1.3省略）

A2.1.1.4　これらのテキストへの付属書（Annex）、付加

文書（Attachment）及び付録（Appendix）については、
別に規定されない限り、ステータスは同等である。

（A.2.1.1.4 解説記事）
　勧告、報告等には、補足情報等を記載するAnnex、
Attachment、Appendixが多用されている。それらの位置付け、
すなわち「勧告の一部である」のかあるいは「情報として記
述されている」のかは、当該テキスト中で明解に記述される
べきである。そのような記述がなければ、Annex、Appendix
……というタイトルのみでその位置付けが決まるものではなく、
またこれら3者間のステータスも同等であることを示した規定
である。ただし最近ITU-Rが採用した「勧告フォーマット」に
おいては、まず「Annex」を例示し、必要に応じて「Attachment 
to Annex」を用いる（すなわちこの例示ではAnnexが主、
Attachmentが従となる）こと、さらに「Appendix」について
は、無線通信規則で広く使用されていることを理由に今後勧
告では付録として用いないことが記載されている。

A2.1.2　テキストの出版

A2.1.2.1　全てのテキストは、承認後できる限り早く、電
子版で出版されねばならない。また、ITUの出版施策に従
い印刷物として作成することもある。

A2.1.2.2　承認された新規または改訂勧告と研究課題は、実
行可能な限り早く、ITUの公用語により出版される。報告、ハ
ンドブック及び見解は、関連グループの決定により英語のみま
たは6公用語により実行可能な限り速やかに出版される。

（A2.1.2.1、A2.1.2.2 解説記事）
　「ITUの出版施策」とは、原則国連公用語（6か国語）で
出版することである。ただし、A2.1.2.2に規定されるように、
勧告、研究課題（及び本条項には記載がないが決議も含む）
はこの原則に従うが、その他のテキストについては、本条
項により研究委員会（SG：Study Group）会合で6か国語
翻訳の要否を決めることになっている。実際には最近の報
告は大部分英語のみの出版となっており、一方ハンドブック
は途上国等の需要に応じて他の言語での出版も行っている。

無線通信総会、ITU-R研究委員会等の
作業方法を定めた決議 ITU-R 1-7
―和訳抜粋と解説（その２）―

橋
はしもと

本　明
あきら

株式会社NTTドコモ　ネットワーク部 標準化カウンセラー

3.4.2  作業方法（2）
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　A2.2.1、A2.2.2は、各々無線通信総会（RA：Radiocom-
munication Assembly）、SGで審議される文書等の種類に
ついて概説しており、その内容は、これら会合の機能
（Function）について規定した本決議A1.2.1、A1.3.1（本誌
前号［1］に記載）と重複するので、和訳及び解説は省略する。

A2.2.3　無線通信研究委員会、用語調整委員会及び他の

グループへの寄書

A2.2.3.1　全ての研究委員会、用語調整委員会及びこれら
の傘下グループ（作業部会、タスクグループ等）の会合へ
の寄書提出に関して以下の期限を適用する：
－翻訳が必要とされる場合、寄書は少なくとも会合3か月
前に受領されるべきであり、その場合会合の4週間前
には翻訳版が作成される。CPM＊1第2回会合について
は、寄書は少なくとも会合2か月前に受領されるべき
である（決議ITU-R2参照）。それ以後提出の寄書に対
して、事務局は会合開始時に所要全言語で文書を作
成するとの保証はできない。

－これとは別に、翻訳を必要としない文書の場合、会合
開始時に間に合わせるため、寄書（原寄書への改訂・
追補及び訂正を含む）は会合開始の7暦日前（協定世
界時1600時）までに受領されねばならない。CPM第2
回会合について、提出期限は会合の14暦日前（協定
世界時1600時）である。
　　これらの締切は、構成メンバー＊2からの寄書にのみ適
用される。事務局は受領した寄書を1作業日内に該当Web
ページに提示し、また3作業日内に様式を整えた公式版を
提示せねばならない。構成メンバーは、ITU-Rが公開し
たテンプレートを用いて寄書を提出するものとする。

　事務局は、上記に示した期限を過ぎた提出を受け入れ
ることはできない。会合開始時に有効でない文書は、その
会合において議論することができない。

（A2.2.3.1 解説記事）
　本条項は、基本的に研究委員会とその傘下グループ会
合への寄書を対象としているので、第一項の「翻訳が必要
とされる場合」とは、ITU-R会合の規約・慣習上の必要性で
はなく、提出側の要望に基づくケース（原言語が会合の実

質使用言語となっている英語ではない場合等）を想定して
いる。規約・慣習に基づき翻訳が必要な会合には、本条項
記載のCPM第2回会合の他に、世界無線通信会議（WRC：
World Radiocommunication Conference）、RA、無線通
信アドバイザリーグループ（RAG：Radiocommunication 
Advisory Group）会合等があるが、これらへの寄書提出
期限は別途会合招請を行う個々の回章に示される。
　なお、本条項で言う「寄書」は構成メンバーからの提案文
書を意味し、これ以外の関連議長、事務局からの文書、他グ
ループからの連絡（リエゾン）文書等は、上記期限に関わら
ず会合開始後でも随時入力される。寄書提出期限日直前には、
各国からの文書が集中するので、「1作業日内に該当ウェブペー
ジ（as received site）に提示」される原提案文書を速やかに
参照することが他国文書への早期対処に有効である。

（A2.2.3.2－A2.2.3.4省略）

A2.2.3.5　寄書は、その長さを制限すべきものとする（可
能ならば10頁未満）、また標準ワードプロセッサソフトウェ
アを用い、自動フォーマット機能を使うことなく準備する。
既存テキストの修正は（変更履歴を用いる）修正記録によ
り表示するものとする。　

（A2.2.3.5 解説記事）
　寄書のページ数について「可能ならば10頁未満」との記
載があるが、近年は審議対象となる勧告等のページ数が増
大しているため、それらの改訂を求める寄書についても一
律にページ制限を設けることは困難であり、実質的に制限は
ないと考えて良い。ただし、以下の点に留意する必要がある。
●背景説明、提案理由、結論などを記載する寄書の主要
部分はできる限り簡潔にまとめる。
●多くのページを費やす新勧告案・報告案または既存テキス
トの改訂案は付属書（Annex）または付加文書（Attachment）
に収録する。その際、改訂案であれば改訂箇所に「変
更履歴を用いる修正記録」を表示することが求められる。
また、前回会合のoutputに対して追加や再修正を提案す
る場合には、「変更履歴を用いる修正記録」に加えて「今
回新たに提案する箇所」が明確になるようcolor highlight
を用いるなどの工夫も必要である。

＊1　CPM：Conference Preparatory Meeting.
＊2　構成メンバー（Membership） は、構成国（Member State）、部門構成員（Sector member）、準構成員（Associate）、学界（Academia）

の総称。
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A2.2.3.6　作業部会またはタスクグループの会合後、当該
グループの議長は、以降の会合のために、進捗状況と進行
中の作業に関する情報を提供する報告書を用意せねばなら
ない。これらの報告書は、当該会合の終了後1ヶ月以内に用
意するものとする。これに加えて、さらに研究を要するテキ
スト案を含む議長報告書の付属書（Annexes）は会合終了
後2週間以内に無線通信局より発行されるものとする。

（A2.2.3.6 解説記事）
　作業部会（WP：Working Party）またはタスクグループ（TG：
Task Group）会合後に作成される議長報告書（Chairman’s 
Report）は、当該会合結果（合意事項、保留事項）を取りま
とめた報告書本文とともに、次回会合で継続審議に付される
output（勧告・報告草案などのテキスト案）をAnnexとして
収録する。これらの会合への参加者は、次会合への対応を検
討するベースとして、議長報告書の関連箇所を十分検証して
おく必要がある。特に、次会合への寄書はAnnexに収録され
た暫定テキストに対して追加・削除・修正を明示することが
一般的手法であることに留意する（前項A2.2.3.5の解説参照）。

A2.3　ITU-R決議
A2.3.1　定義

　無線通信総会または研究委員会の体制、作業方法、計
画について指針を与えるテキスト。

A2.3.2　採択と承認

A2.3.2.1　各研究委員会は、研究委員会会合に出席した全
構成国の総意（consensus）＊3に基づき、無線通信総会での
承認のため、改訂または新規決議案を採択することができる。

A2.3.2.2　無線通信総会は、改訂または新規のITU-R決議を
検討する義務があり、またそれらを承認することができる。

A2.3.3　削除

A2.3.3.1　各研究委員会、または無線通信アドバイザリー
グループは、会合に出席した全構成国の総意に基づき、無
線通信総会に対して、決議の削除を提案することができる。
削除提案にはその根拠となる説明が付されねばならない。

A2.3.3.2　無線通信総会は、構成メンバーや研究委員会ま
たは無線通信アドバイザリーグループからの提案を基に決
議を削除することができる。

（A2.3.2、A2.3.3 解説記事）
　前号の解説記事［1］「A1.2.1.1 無線通信総会の機能」で述
べたように、ITU-R決議には、（i）全SG共通に関連する研
究・作業の進め方、あるいはITU-T等他組織との協力の在
り方等を規定するもの、（ii）特定技術分野の課題について
研究の留意点等を規定するものがあり、このうちA2.3.2.1
で述べるようにSGで審議・採択するものは（ii）の範疇であ
る。（i）に該当するものは、本稿では明確に述べられていな
いが、慣習的にRAGで議論する。RAGでは基本合意が得ら
れても採択は行えず、RAG議長からRAに報告し、その審
議を経て承認される。新規・改訂・削除いずれもITU-R決
議の最終承認は（i）（ii）ともRAで行われる（勧告・研究課
題のように会期途中での郵便投票による承認制度はない）。
　構成メンバーからRAにITU-R決議の新規策定または改
訂の提案を行うことも可能であり、毎会期相当数の提案が
特に構成国からRAに提出されている。

A2.4　ITU-R決定
A2.4.1　定義

　研究委員会の作業組織に関する指針を与えるテキスト。

A2.4.2　承認

　各研究委員会は、研究委員会会合に出席した全ての構成
国の総意により、改訂まはた新規の決定を承認してもよい。

A2.4.3　削除

　各研究員会は、研究委員会会合に出席した全ての構成
国の総意により決定を削除してもよい。

（A2.4.2、A2.4.3 解説記事）
　決定（Decision）はSG傘下の組織としてTG、合同タス
クグループ（JTG：Joint Task Group）設立の際に、その
委任事項、研究の期限、議長名等を記載して発行される。
ラポータグループ、コレスポンデンスグループについても
SG会合直下に設けられる場合には「決定」に基づいて設

＊3　国際連合の慣習に従い、総意（consensus）とは公式な反対がない一般的合意により、投票（vote）をすることなく、決定を採
択する慣習を意味すると解される。
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置されることになるが、あまり実例は見られない。

A2.5　ITU-R研究課題
A2.5.1　定義

　技術上、運用上あるいは手続き上の研究について述べた
テキストであり、一般に勧告、報告、またはハンドブックを
求めている（決議ITU-R5参照）。個々の研究課題は、研究
の理由を簡潔な形で示し、できる限り詳細に研究の所掌範
囲を規定せねばならない。また、実施可能な範囲で、作業
計画（研究進捗のマイルストーン及び完了予定日程）を含
むとともに、結果をいかなる形式（例えば勧告あるいは他
のテキストなど）で用意すべきかについても示すべきである。

（A2.5.1 解説記事）
　研究課題（Question）の記述形式（フォーマット）につ
いて特に定められたものはないが、慣習的に、considering
（研究の背景・策定理由）、decides（研究の具体的項目、
所掌範囲）、further decides（完了予定年と研究結果のテ
キスト形式〈勧告、報告等〉）により構成される。また本
条項では触れていないがcategory（後述A2.5.2.1.4に記載
の研究の緊急性）も記すことになっている（categoryの詳
細は決議ITU-R5で規定）。新規に研究課題を提案する際
には、この慣習的基本構成に留意する。

A2.5.2　採択と承認

A2.5.2.1　一般的考察

A2.5.2.1.1　研究委員会内において提案される新規または
改訂研究課題は、A2.5.2.2項のプロセスに従って研究委員
会により採択され、以下により承認することができる。
－無線通信総会による（決議ITU-R5参照）。
－無線通信総会間の会期中においては、研究委員会で
採択された後、A2.5.2.3の諸条項に従っての協議。

（A2.5.2.1.2省略）

A2.5.2.1.3　各研究課題は、ただ1つの研究委員会に割り当
てられねばならない。

A2.5.2.1.4　全権委員会議、他の（上級）会議、理事会また
は無線通信規則委員会により委任され、ITU条約第129号
に従って無線通信総会で承認された新規または改訂の研
究課題について、局長は、できる限り早く、研究委員会議

長及び副議長と協議し、その研究課題が割り当てられる適
切な研究委員会と研究の緊急性を決定せねばならない。

A2.5.2.1.5　研究委員会議長は副議長と協議の上、実施可
能な範囲で、研究課題を1つの作業部会またはタスクグルー
プに割り当てるか、新研究課題の緊急性に応じて、新しい
タスクグループの設立を提案せねばならない。または、そ
の研究課題を次の研究委員会会合に付さねばならない。
作業の重複を避けるため、研究課題が2つ以上の作業部会
に関係している場合、（outputの）テキスト取りまとめと調
整に責任を持つ特定作業部会を指定せねばならない。

（A2.5.2.1 解説記事）
　前号A1.2.1.1（2）の解説で述べたように、研究課題はSG（ま
たはその傘下グループ）が提案する場合に加えて、全権委
員会議、理事会等上部機関からRAに付託されることがある。
後者の例はあまり見られないが、これを受けてRAは担当
SGと研究の緊急性（category）を決定する必要がある。
　またA2.5.2.1.5では、上部から付託された研究課題につい
て、SG内では原則1つのWP/TGに割り当てるが、内容的に
2つ以上のWPが関連する場合、そのうち1つのWPをいわ
ば責任グループとしてoutputとなる勧告・報告の取りまと
め・調整を任せるとの趣旨であるが、WPの所掌に応じて
outputを複数作成することも許容される（この原則はWP
会合への提案に基づく研究課題についても同様である）。

A2.5.2.1.6　ITU-R研究課題の更新または削除

　A2.5.2.1.6の諸条項は旧い研究課題の見直しに関する条
項で、10～ 15年無修正で維持されたものは原則改訂しな
いこと、改訂する際の留意事項等を規定しており、後述の
A2.6.2.1.9（次号掲載予定）に「勧告」に関してほぼ同一
内容の条項があるので本号では和訳・解説を省略する。

A2.5.2.2　採択

A2.5.2.2.1　新規または改訂研究課題の採択に関する主な
要素

A2.5.2.2.1.1　研究課題案（新規または改訂）は、会合に
出席している構成国代表団による反対が全くなければ、研
究委員会により採択されたと考えねばならない。ある構成
国代表団が採択に反対した場合、研究委員会議長は、異
議が解決されるべく、その代表団と協議せねばならない。
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研究委員会議長が異議を解決できなかった場合、その構
成国は異議の理由を書面で提出せねばならない。

A2.5.2.2.2　研究委員会における採択の手続き

A2.5.2.2.2.1　研究委員会は、テキストが電子的形式で研
究委員会会合の開始時点で有効であれば、新規または改
訂の研究課題案を採択することができる。

（A2.5.2.2.1、A2.5.2.2.2 解説記事）
　研究課題案のSG会合における採択は「会合の開始時点
でテキストが電子ファイルで有効（ITUウェブサイトに掲
載）」となっている。すなわち、（本誌次号で）後述する勧
告案に対する条件のように「会合開始の4週間以上前にテ
キストが有効となっている」必要はないので、SG会合直
前のWP会合で作成されたものでも会合出席国から反対が
なければ直ちに「採択」可能である。採択されれば、勧
告案のように「採択・承認同時手続き」を適用することな
く、承認のみを目的とした郵便投票に付すことになる。

A2.5.2.3　承認

A2.5.2.3.1　研究委員会により新規又は改訂の研究課題案
がA2.5.2.2に示される手続きにより採択された場合、その
テキストは構成国による承認に付されねばならない。

A2.5.2.3.2　新規または改訂の研究課題の承認は以下によ
り求められる：
－関連研究委員会でのテキスト採択後、直ちに構成国
協議により、

－正当な根拠に基づき、無線通信総会において

A2.5.2.3.3　研究委員会会合は、新規または改訂研究課題
案が採択された場合、承認のための新規または改訂勧告
案の提出を、次回無線通信総会によるか、または構成国
協議によるかを決定せねばばならない。

（A2.5.2.3.1－A2.5.2.3.3 解説記事）
　研究課題案の承認については、A2.5.2.1の一般的考察で述
べたように、SG会合後の構成国協議（いわゆる郵便投票に
付す方法）による場合と無線通信総会（RA）に提出する方
法とがある。大部分は前者の方法が採られ、後者については
その正当化の根拠として、RAに提出されるITU-R決議と内
容的関連があるため同時提出とする場合などが考えられる。

（A2.5.2.3.4省略）

A2.5.2.3.5　新規または改訂の研究課題案を承認のため協
議に付すと決定した場合、以下の条件と手続きを適用する。

A2.5.2.3.5.1　協議による承認手続きを適用する場合、
A2.5.2.2項に基づく研究委員会による新規または改訂研究
課題案の採択から1か月以内に、局長は構成国に対して提
案を承認するか否かを2か月以内に知らせるように要請せ
ねばならない。この要請は、新規または改訂研究課題案の
完全な最終テキストを伴っていなければならない。

A2.5.2.3.5.2　局長はまた、ITU条約第19条の下、関連研究
委員会の作業に参画している部門構成員に対して、構成国
が新規または改訂研究課題提案に関する協議に回答するこ
とを求められていることを通知せねばならない。この通知
にも情報目的のため完全な最終テキストを伴うものとする。

A2.5.2.3.5.3　構成国からの回答の70パーセント以上が承
認を表明していれば、提案は承認されねばならない。提案
が承認されなければ、それは研究委員会へ差し戻されな
ければならない。
　協議の回答に伴って得られた全ての意見は、局長により収
集され、研究委員会での検討のため提出されねばならない。

A2.5.2.3.5.4　新規または改訂研究課題案を承認しないと
表明した構成国は、その理由を提出しなければならず、ま
た研究委員会とその作業部会及びタスクグループによる今
後の検討への参加が招請される。

（A2.5.2.3.5 解説記事）
　これらの諸条項は、後述の勧告案承認条件とほぼ同様の
内容であり、SG会合で採択された後の郵便投票で、70%以
上の賛同があれば（すなわち30%以上の反対がない限り）
承認されるとの条件とそれに付随する事項を述べている。
構成国への協議は回章（Administrative Circular）によっ
て行われるが、「完全な最終テキストを伴う」との条件により、
（研究課題の場合長文に及ぶことはないので）回章中にテキ
ストがそのまま印刷される。一方、勧告の場合には、ページ
数が膨大に及ぶものが多いので、SG会合で最終合意を得た
テキスト案をITUウェブサイトに提示するか、または電子ファ

610144_第3章  2019/03/08  10:04  ページ 164



― 165 ―
ITUジャーナル　Vol. 48　No. 3（2018, 3）24

イルを収録したCDを添付するなどの手法が採られている。

A2.5.2.3.6　承認を求めたテキスト中に、軽微な純粋に編
集上の修正や、明白な見落とし、内容不一致等の訂正が
あれば、局長は関連研究委員会議長の合意のもとに、これ
らを訂正することができる。

（A2.5.2.3.6 解説記事）
　本稿で述べる「軽微な純粋に編集上の修正」等が、回
章により照会を受けた構成国で見出される場合もあるが、
その場合には、無線通信局長にその旨を通知すればよい。
また当該修正が「純粋に編集上か否か」についても無線
通信局長が関連議長との協議を基に判断することになる。

A2.5.2.4　編集上の修正

A2.5.2.4.1　無線通信研究委員会は、適当と考えられる際
に、最新の変化を反映するため研究課題の編集上の更新
を行うことが奨励される。例えば以下に示すような場合：
－ITUの組織変更。
－無線通信規則条項の番号付けかえ、ただし条項のテ
キスト変更がない場合。

－ITU-Rテキスト間の相互参照の更新。

A2.5.2.4.2　編集上の修正は、A2.5.2.2項（採択）からA2.5.2.3
項（承認）に規定するような研究課題の改訂案と見なすべき
ではない。しかし、編集上の更新をした各研究課題には、次
の改訂まで「無線通信研究委員会Ｘ（Ｘ：研究委員会の名称）
はXXXX年（修正が行われた年）に決議ITU-R1に従い編集
上の修正を行った。」ことを示す脚注を付すものとする。

A2.5.2.4.3　各研究委員会は、研究委員会会合に出席する
全ての構成国の総意により、研究課題に編集上の修正を
行うことができる。1つまたはそれ以上の構成国が、その
修正は編集上の更新以上のものであるとしてそれに反対
する場合には、A2.5.2.2項からA2.5.2.3項に規定された採択
と承認の手続きを適用するものとする。

（A2.5.2.4 解説記事）
　この「編集上の修正」については、本決議の旧版にお
いては、勧告のみに適用されていたが、その後研究課題
にも同様の措置ができるようになった。研究課題に関して
「編集上の修正」が行われる事例としては、研究完了時期

を単純に延長する場合が多い。
　本項で扱う「編集上の修正」は、フォーマルな改訂とは
異なり、構成国協議（郵便投票）等による採択・承認手続
きは要せず、SG会合で直ちに最終承認ができること、研究
課題番号に付される改訂版数（通常QuestionXXX/Y-zで呼
称される最後のz）が変わらないことに留意する必要がある。

A2.5.3　削除

A2.5.3.1　各研究委員会は局長に対して、研究が完了した
か、既に必要でなくなったか、または（他の研究課題により）
置き換えられたことにより、削除可能な研究課題を特定せね
ばならない。研究課題を削除する決定は、電気通信技術の
状況が国別や地域間では異なることを考慮するものとする。

A2.5.3.2　既存の研究課題の削除は2段階の過程に従う：
－研究委員会による削除に対する合意、ただし会合に出
席した構成国代表団が削除に反対しない場合。

－この削除の合意に続いて、正当な理由を付して当該提
案を次の無線通信総会に送ることあるいは協議に基
づく構成国の承認

　協議による研究課題削除の承認は、A2.5.2.3項に規定す
る手続きによるものとする。削除を提案された研究課題は、
同様の手続きで研究課題案を扱っている同じ回章に載せ
ることができる。

（A2.5.3 解説記事）
　本項は研究課題の削除条件と手続きについて規定してい
るが、「既に必要なくなった」との判断には、本決議A1.2.1.1
無線通信総会（RA）の機能（本誌前号で解説）に規定さ
れるように「引続き2会期にわたり、研究委員会（及びその
傘下グループ）会合で寄与文書を受けていないもの」との
条件も考慮する必要がある。各研究委員会は毎会期末に
RAに備えて、研究課題のレビューをきめ細かく行うべきで
あるが、旧い研究課題が見直しの機会なく放置されている
例も少なくない。一部でも改訂されたものはその時点で新
研究課題と見なされるので、会合に参加する側も研究の進
捗に応じて内容更新を図る提案を積極的に行うべきである。

参考文献
［1］　橋本明「無線通信総会、ITU-R研究委員会等の作業方法

を定めた決議ITU-R1-7－和訳抜粋と解説（その1）－」、
ITUジャーナル　Vol. 48 No. 2（2018, 2）
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まえがき
　ITU-Rの研究委員会等における作業方法を規定した決
議ITU-R1について、本誌前々号［1］、本誌前号［2］に引き続
き付属書2（Annex2）「ITU-Rの文書」の後半を構成する
ITU-Rの勧告、報告、ハンドブック等に関する各項の和訳
（抜粋）と関連する解説を記載した。

決議ITU-R1-7：無線通信総会、研究委員会、
無線通信アドバイザリーグループ及び無線通
信局内他グループの作業方法
付属書2　ITU-Rの文書（後半）
　（以下A1.X.Y.Zは付属書＝Annex2の項番を意味する。）

A2.6　ITU-R勧告
A2.6.1　定義

　研究課題及びその一部、または付属書1のA1.3.1.2項に示
されるトピックスに対する回答で、既存の知識や調査及び
入手し得る情報の範囲で、通常、勧告された仕様、必要
条件、データまたは特定タスクを遂行する上での推奨手法
のガイダンス、あるいは特定応用に対する推奨手続きを提
供するもの。そして、それらは無線通信領域での所要環
境において国際協力の基礎として機能するに十分と認めら
れるもの。
　さらなる研究の結果、無線通信領域における発展と新
知識とを考慮し、勧告は改訂され更新されることが期待さ
れる（A2.6.2節参照）。しかしながら、安定性の観点から、
勧告は通常2年以内の頻度で改訂されないものとする、た
だし、提案される改訂が、前版での合意の変更というより
も補完するものであり、緊急に含める必要がある場合、あ
るいは重要な誤りや見落としが認められる場合を除く。
　各勧告は、勧告の目的を明確にするため簡潔な所掌範
囲（scope）を含むものとする。この所掌範囲（scope）は
勧告の承認後も勧告の文章中に維持するものとする。

（A2.6.1 解説記事）
　会合で勧告案の審議に臨む参加者は、本項に規定され
る「勧告の定義」、特に勧告すべき対象に何が含まれるか

を良く知っておく必要がある。また「国際協力の基礎とし
て機能するに十分」との条件には多分に主観も含まれるの
で、我が国から勧告案の作成を提案する際、その内容に
理解を求め、支持してくれる国を増やすことが採択・承認
への重要な条件となる。
　また「勧告は通常2年以内の頻度で改訂されないものと
する」との安定性に関する条件があるため、我が国から特
に2年以内の改訂を提案する際には、「前版での合意の変
更というよりも補完するもの……を緊急に含める必要があ
れば適用されない」との付帯事項を考慮して、対処する必
要がある。
　勧告には本稿で規定するように所掌範囲（scope）を付
記すべきであるが、scopeは後述の改訂勧告案に付す
summary（改訂理由の要約）とは異なり勧告の一部とし
て承認後も維持される（summaryは改訂案承認後削除さ
れる）。
（A2.6.1には5つの注（NOTE）が付されているが、本号で
は比較的重要と考えられる注1～注3について和訳・解説
を記載した。）

A2.6.1 注1－ ある特定の無線応用に対する種々の方式の
情報を勧告が提供するとき、それらは当該応用に関連する
基準に基づくべきものであり、可能であれば、その基準を
用いて勧告された諸方式の評価を含むものとする。そのよ
うな場合、関連基準並びに他の付随情報は、研究委員会
において適切に決定することとする。

A2.6.1 注2－ 勧告は、http://www.itu.int/ITU-T/dbase/
patent/patent-policy.htmlで入手可能なITU-T/ITU-R/ISO/
IECの知的財産権に関する共通特許施策を考慮して起草す
るものとする。

A2.6.1 注3－ 研究委員会は自ら責任を有する無線通信業
務の保護基準を含む勧告を、他の研究委員会の同意を必
要とせずに、研究委員会内で完全に策定することができる。
しかし、無線通信業務の（周波数）共用基準を含む勧告
を策定する研究委員会は、採択に先立ち、それらの業務

無線通信総会、ITU-R研究委員会等の
作業方法を定めた決議ITU-R 1-7
―和訳抜粋と解説（その3）―

橋
はしもと

本　明
あきら

株式会社NTTドコモ　ネットワーク部 標準化カウンセラー

3.4.2  作業方法（3）
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に責任を持つ研究委員会の合意を得なければならない。

（A2.6.1の注1～3 解説記事）
　注1は、1つの勧告中に2つ以上の異なる方式等が結論と
して記載されている場合の措置について論じたものであ
る。歴史的には「2つ以上の方式が勧告される場合、それ
らを比較検証し評価結果を勧告に記載してほしい」との発
展途上国等からの要望を考慮したものである。評価基準の
策定等は研究委員会（SG：Study Group）に任されてい
るが、このような「評価」を実際に記載した勧告はあまり
見られない。
　注2は、知的財産に関するITU内（及び他の関連国際組織）
の公開共通施策をURLにより紹介している。本共通施策
は、以下の3点を骨子としている。
①特許等保有者は、ITU外での交渉により、他の組織
に対して、合理的条件と期限により無償での使用権に
つき交渉を行う。
②特許等保有者は、ITU外での交渉により、他の組織
に対して、（有償を含む）合理的条件と期限により使
用権につき交渉を行う。
③上記①②のいずれかに従うことを望まない場合（特
許内容に関する情報公開をしない場合等）、勧告等に
当該特許の使用に依存する条項を含めてはならない。

　注3は、無線通信方式の「保護基準」（許容干渉量全体
の上限）と「共用基準」（他業務と周波数を共用する場合
に当該無線業務間で生ずる許容干渉量の上限）に関する
記述で、重要な内容を含んでいる。すなわち前者（保護
基準）については、各業務・方式に固有の所要品質等を
考慮して担当SGが自らの責任で決定し勧告化することが
できる。一方、異なる無線業務間（＝異なるSGの所掌に
属する）の周波数共用問題の研究結果として「共用基準」
を勧告化する際には、関連する全てのSGの合意が必要で
ある。ここでいう「共用基準」には隣接バンドで運用する
無線業務への不要発射が影響する場合の基準も含まれる。
さらに「共用基準」を扱う勧告が将来改訂される場合にも
同様の手続きが継承される。

A2.6.2　採択と承認

A2.6.2.1　一般的考察
A2.6.2.1.1　既存のITU-R文書及び構成国、部門構成員、
準構成員または学界からの寄書の検討に基づき、研究が
成熟状態に到達し、作業部会、タスクグループ、または場

合に応じて、合同タスクグループで合意された新規または
改訂勧告案に帰結することとなった時、引き続く承認過程
には2つの段階がある。
－関連研究委員会による採択：この採択は、研究委員
会会合または研究委員会会合後の郵便投票によって
行われる（A2.6.2.2項参照）。
－採択に続いて、無線通信総会間（会期中）における
協議によるか、または無線通信総会においての構成
国による承認（A2.6.2.3項参照）。

　会合に出席した構成国から反対がなく、新規または改訂
勧告案の採択が郵便投票によって求められる際には、その
承認も同時に行われる（採択・承認同時手続き）。この手
続きは無線通信規則に参照引用されているITU-R勧告に適
用してはならない。

A2.6.2.1.2　無線通信総会前の適当な時期に研究委員会会
合が計画されず、かつ作業部会またはタスクグループが緊
急の措置を要する新規または改訂勧告案の提案を準備し
ている例外的状況もあり得る。このような場合、研究委員
会が、その事前会合において決定すれば、研究委員会議
長は正当な根拠の下に無線通信総会に直接そのような提
案を、その緊急措置への理由概要とともに、提出すること
ができる。

A2.6.2.1.3　ITU条約の第129号及び第149号に従って研究
委員会の責任事項として割り当てられた研究課題、または
研究委員会の所掌範囲のトピックス（付属書1のA1.3.1.2項
参照）による新規または改訂の勧告案のみ承認を求めるこ
とができる。また、研究委員会の所掌範囲で現在該当研
究課題がない既存勧告の改訂についての承認を求めるこ
ともできる。

A2.6.2.1.4　例外的に勧告案（またはその改訂）が2つ以
上の研究委員会の所掌範囲となる場合、承認を提案する
研究委員会の議長は、後述の手続きに移る前に、他の全
ての研究委員会の議長と協議しその見解を考慮することと
する。勧告案（またはその改訂）が合同作業部会または
合同タスクグループ（付属書1のA1.3.2.5項参照）により作
成された場合、全ての関連研究委員会が勧告案に合意す
るか、A2.6.2.2項に規定する採択手続きに従って採択せね
ばならない。全ての関連研究委員会が採択に至った場合、
A2.6.2.3項に規定される承認手続きが1度だけ適用されねば
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ならない。それ以外の場合には、A2.6.2.4項に規定される
採択・承認同時手続きが1度だけ適用されねばならない。

（A2.6.2.1.1－A2.6.2.1.4 解説記事）
A2.6.2.1.1　勧告を最終的に承認するため、「採択」、「承認」
の2段階プロセスが必要である点は、前号で述べた研究課
題の手続きと同様であるが、勧告の方が後述のA2.6.2.2、
A2.6.2.3に示すように採択への条件等がより複雑である。
2段階手続きは一般に長期間を要するので、簡易化を図るた
め採択・承認同時手続き（A2.6.2.4のPSAA）も併用される
ようになった。但し、無線通信規則（RR：Radio Regulations）
に参照引用されている勧告の改訂にはPSAAが使えない。
これは改訂により、当該勧告を引用しているRRの条項が
どのような影響を受けるかを含めて慎重な判断を要するた
めである。

A2.6.2.1.2　毎会期の最終年次に無線通信総会（RA：
Radiocommunication Assembly）に先立って開催される
研究委員会（SG：Study Group）会合の後には、傘下作
業部会（WP：Working Party）等の会合は開催されない
のが通例であるが、本項で述べる「例外的状況」は、SG
会合で勧告案に合意が得られず、さらに実務的議論を要
するためRA前にWP会合を臨時で開催する場合などを想
定している。この場合、臨時WP会合のoutput がSG議長
の責任でRAに直送されるが、この緊急措置については事
前のSG会合にて予め合意しておく必要がある。すなわち、
後述のA2.6.2.2.1.2（b）による「RA前にSG会合がない場合」
でも直ちにRAへの勧告案送付とはならず、臨時WP/TG
の開催が急に決まる場合もあるのでこの点にも留意が必要
である。

A2.6.2.1.3　本項前段は勧告が作成される前提に応じて当
然のことが記載されている。後段の「現在該当研究課題
がない既存勧告」に関する規定は、勧告承認後に対応す
る研究課題が「研究完了」として削除された状況を想定し、
そのような場合にも勧告の改訂は可能であることを述べて
いる。

A2.6.2.1.4　「ある勧告が2つ以上のSGの所掌範囲に含まれ
る」状況は、周波数共用問題を中心に近年多く見られる。
前項A2.6.1の注3で述べた「共用基準」に関する勧告の採択・
承認法を一般的に規定した条項である。すなわち、採択・

承認手続き（後述のA2.6.2.2－A2.6.2.4で詳細を規定）は、（i）
関連する全てのSG会合で必要な合意・採択を得ること、（ii）
その後の回章による郵便投票手続きは（最も日程の遅い
SG会合終了後）統一して行うことを述べている。

（A2.6.2.1.5－A2.6.2.1.8省略）

A2.6.2.1.9　ITU-R勧告の更新または削除

A2.6.2.1.9.1　翻訳と作成の費用を考慮して、過去10 ～
15年間実質的な改訂が成されていないITU-R勧告について
はいかなる更新もできる限り避けるものとする。

A2.6.2.1.9.2　無線通信研究委員会（用語調整委員会を含
む）は、維持している勧告、とりわけ旧いテキストの見直
しを継続すべきであり、そして、既に必要がないか陳腐化
していると見なされる場合、更新または削除を提案すべき
である。この過程では以下の要因を考慮するものとする。
－勧告の内容がまだ有効性を持つ場合にも、それらが
真にITU-Rに引き続き適用するほど有用なものか。
－同一または極めて類似した課題を扱い旧いテキストの
要点をカバーし得る後発の別勧告はないか。
－勧告の一部のみがまだ有用であると見なされる場合、
関連部分を後発の別勧告に移行する可能性。

（A2.6.2.1.9.3省略）

（A2.6.2.1.9 解説記事）
　A2.5.2.1.9の諸条項は旧い勧告の見直しに関する項目で、
10～ 15年間無修正で維持されたものは原則更新しないこ
とと改訂（または削除）する際の留意事項等を規定してい
る。ここで言う「いかなる更新」には、A2.6.2.5（後述）
の編集上の修正（Editorial updating）も含まれる。旧い
勧告の改訂を提案する際には、基本的には本規定を尊重
して、既存勧告の有効部分は新勧告においても維持する
ことを条件に新勧告の提案を考慮すべきである。

A2.6.2.2　採択

A2.6.2.2.1　新規または改訂勧告の採択に関する主たる要素

A2.6.2.2.1.1　勧告案（新規または改訂）は、会合に出席
している構成国代表団または郵便投票に回答した構成国
から全く反対がなければ、研究委員会により採択されたと
考えねばならない。ある構成国代表団が採択に反対した
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場合、研究委員会議長は、異議が解決されるべく、その
代表団と協議しなければならない。研究委員会議長が異
議を解決できなかった場合、その構成国は異議の理由を書
面で提出せねばならない。

A2.6.2.2.1.2　テキストに対して解決できない異議があっ
た場合、以下の何れかのうち、どちらか適合可能な手続き
に従わねばならない。
a）無線通信総会前に研究委員会会合がある場合、研究
委員会議長は、関連グループ会合で検討し解決すべ
く、適宜作業部会またはタスクグループに、異議に対
する理由を付して、テキストを差し戻さねばならない。

b）無線通信総会前に研究委員会会合がない場合、研
究委員会議長は、本決議の関連条項が適用されたこ
とを確認した後、研究委員会が別の方法を合意する
場合を除き、テキストを無線通信総会に送付せねば
ならない。議長は、無線通信総会が総意により問題
解決へ最大限の努力を払うように要請し、提起され
た懸念とその理由を含めて状況を説明する報告を勧
告案に添えねばならない。

　全ての場合において、無線通信局は、できる限り早く、
無線通信総会または適宜作業部会またはタスクグループに
対して、局長との協議に基づいて研究委員会議長により示
される決定の根拠と、新規または改訂勧告案に反対した
主管庁からの異議の詳細を送付せねばならない。

（A2.6.2.2.1.1、A2.6.2.2.1.2 解説記事）
　本項は、勧告案のSG会合及び引き続く（採択のための）
郵便投票での基本的採択条件を述べているが、会合での
採択には「出席している構成国代表団からの反対がないこ
と」、郵便投票では「これに回答した構成国からの反対が
ないこと」が条件である。
　構成国から異議あった場合には、A2.6.2.2.1.2項により、
a）傘下グループへの差し戻し、またはb）RAへの送付と
なるので、異議のある構成国の反対理由の書面もそれに応
じて、傘下グループ会合またはRAへ提出するものと解さ
れる。ただし、SG議長も、本項規定によれば、異議の理
由を提出する義務を負うので議長が構成国の反対理由を
取りまとめることもある。
　また、b）に記載の「研究委員会が別の方法を合意する
場合」とは、RA前の臨時WP会合開催による解決策等を
意味する（A2.6.2.1.2参照）。

A2.6.2.2.2　研究委員会会合における採択手続き

A2.6.2.2.2.1　研究委員会議長の要請の下に、局長は、研
究委員会会合の実施を周知する時、関連研究委員会会合
において新規または改訂勧告の採択を求めている意向を
明白に示さねばならない。周知には提案の要約（新規また
は改訂勧告の要約）を含まねばならない。周知文書には新
規または改訂勧告案のテキストがある参照先が提示され
ねばならない。
　この情報は周知に含まれなかった場合にも、全ての構成
国と部門構成員に配布されねばならず、少なくとも会合の
実質4週間前までに受領できるように局長から送付するも
のとする。

A2.6.2.2.2.2　研究委員会は、新規または改訂勧告案のテ
キストが研究委員会会合より十分早く準備され、少なくと
も研究委員会会合の開始4週間前までに電子的形式で有効
となった場合、これらを採択することができる。

A2.6.2.2.2.3　研究委員会は、新規勧告案と改訂勧告案の
要約について合意するものとする、これらの要約はその後
の承認過程に関する主管庁回覧に含まれる。

（A2.6.2.2.2.1－A2.6.2.2.2.3 解説記事）
　前項A2.6.2.2.1と若干繰り返しになるが、SG会合におけ
る勧告案の採択条件を再度述べている。まず、SG会合
開催を周知する回章（3か月前発行）に会合で審議され
る勧告案の要約と勧告テキストの参照先を載せること
（A2.6.2.2.2.1）、または会合開始4週間前にテキストの電子
ファイルを参照可能とすること（A2.6.2.2.2.2）、どちらかが
満たされればSG会合での採択が可能となる。
　なお、以上の項目で言う「勧告案の要約」とは、新規勧
告案では「scope」、改訂勧告案では「summary for revision」
を意味する。

A2.6.2.2.3　郵便投票による研究委員会の採択手続き

A2.6.2.2.3.1　新規または改訂勧告案が研究委員会の議事
日程に特に含まれると予期されていなかった場合、研究委
員会会合への参加者は、十分な検討の後、郵便投票に基
づく新規または改訂勧告案の研究委員会による採択を求
めることを決定することができる。（附属書1のA1.3.1.6項も
参照）
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A2.6.2.2.3.2　研究委員会は、新規勧告案の要約及び改訂
勧告案の要約について合意するものとする。

A2.6.2.2.3.3　研究委員会会合後直ちに、局長は、郵便投
票による研究委員会全体の検討に付すため、これらの新
規または改訂勧告案を研究委員会の作業に参加している
全ての構成国及び部門構成員に対して回覧するものとする。

A2.6.2.2.3.4　研究委員会による検討期間は、新規または
改訂勧告案の回覧後、2か月とせねばならない。

A2.6.2.2.3.5　この研究委員会による検討期間内に構成国
から異議が受領されなかった場合、新規または改訂勧告
案は研究委員会により採択されたと見なさねばならない。

A2.6.2.2.3.6　採択に異議のある構成国は局長と研究委員
会議長に対して異議の理由を伝えねばならない。異議を解
決できない場合、局長は次回研究委員会と関連する作業
部会の会合に、その理由を明らかにせねばならない。

（A2.6.2.2.3 解説記事）
　「議事日程に特に含まれると予期されていなかった場合」
とは、「SG会合招請に関する回章発行時（会合の約3か月前）
において」との意味である。さらにA2.6.2.2.2.2に規定する
「4週間前の勧告案Website掲載」を満たさない場合は、
SG会合後に採択のための郵便投票が必要であり、
A2.6.2.2.1.1による「会合に出席した構成国代表団による反
対が全くない」との条件を満たせば、検討期間2か月の郵
便投票に付される（後述のA2.6.2.4採択・承認同時手続き
＝PSAA参照）。

A2.6.2.3　承認

A2.6.2.3.1　A2.6.2.2項で規定される手続きにより、新規ま
たは改訂勧告案が研究委員会により採択された場合、その
テキストは構成国による承認のために提出されねばならい。

A2.6.2.3.2　新規または改訂勧告の承認は、以下により求
められる。
－テキストが関連研究委員会会合、または郵便投票で
採択された後、直ちに構成国の協議により、
－正当な根拠に基づき、無線通信総会において、

A2.6.2.3.3　研究委員会会合は、新規または改訂勧告案が
採択された場合、または郵便投票による研究委員会採択
を求めることを決定した場合、A2.6.2.4項に規定する採択
と承認の同時手続き（PSAA）を用いると決定した場合を
除き、承認のための新規または改訂勧告案の提出を、次
回無線通信総会によるか、または構成国協議によるかを決
定せねばばならない。

（A2.6.2.3.4省略）

A2.6.2.3.5　新規または改訂勧告案を承認のため協議に付
すと決定した場合、以下の条件と手続きを適用する。

A2.6.2.3.5.1　協議による承認手続きを適用する場合、研
究委員会によるA2.6.2.2項に規定する方法の1つに従っての
新規または改訂勧告案採択の1か月以内に、局長は構成国
に対して提案を承認するか否かを2か月以内に知らせるよ
うに要請せねばならない。この要請は、新勧告案の完全な
最終テキスト、または改訂勧告案の完全な最終テキストあ
るいは修正箇所を伴っていなければならない。

A2.6.2.3.5.2　局長はまた、ITU条約第19条の下、関連研
究委員会の作業に参画している部門構成員に対して、構
成国が新規または改訂勧告提案に関する協議に回答する
ことを求められていることを通知せねばならない。この通
知にも情報目的のため完全な最終テキストまたは改訂箇所
のテキストを伴うものとする。

A2.6.2.3.5.3　構成国からの回答の70パーセント以上が承
認を表明していれば、提案は承認されねばならない。提案
が承認されなければ、それは研究委員会へ差し戻されね
ばならない。
　協議の回答に伴って得られた全ての意見は、局長により
収集され、研究委員会での検討のため提出されねばなら
ない。

A2.6.2.3.5.4　新規または改訂研究課題案を承認しないと
表明した構成国は、その理由を提出しなければならず、ま
た研究委員会とその作業部会及びタスクグループによる今
後の検討への参加が招請される。

A2.5.2.3.6　承認を求めたテキスト中に、軽微な純粋に編
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集上の修正や、明白な見落とし、内容不一致等の訂正が
あれば、局長は関連研究委員会議長の合意のもとに、これ
らを訂正することができる。

（A2.6.2.3 解説記事）
　ここに規定される承認条件は、研究課題について規定
されたA2.5.2.3（本誌前号［2］で解説）とほぼ同一であるの
で詳しい解説は省略する。本承認プロセスが適用されるの
は、SG会合で採択が行われた場合（A2.6.2.2.2参照）、また
は対象がPSAAを適用できない勧告案である場合などに限
られ、通常は次項A2.6.2.4のPSAAへ移行する。

A2.6.2.4　郵便投票による採択と承認同時手続き

A2.6.2.4.1　研究委員会が新規または改訂勧告をA2.6.2.2.1
項及びA2.6.2.2.2.2項の条項に従う採択を行う状況にない場
合、研究委員会は、会合に出席している構成国からの反
対がなければ、郵便投票による採択と承認同時手続き
（PSAA）を用いねばならない。

A2.6.2.4.2　研究委員会会合後直ちに、局長は、新規また
は改訂勧告案を全ての構成国と部門構成員に回覧するも
のとする。

A2.6.2.4.3　検討期間は、新規または改訂勧告案の回覧後
2か月とせねばならない。

A2.6.2.4.4　この検討期間内に構成国からの反対が受領さ
れなかった場合、その新規または改訂勧告案は研究委員
会により採択されたと見なさねばならない。PSAA手続き
に従っているため、この採択は承認を構成すると見なされ、
A2.6.2.3項の承認手続きは不要である。

A2.6.2.4.5　この検討期間内に構成国1国より異議が受領さ
れ、解決できない場合、新規及び改訂勧告案は採択され
なかったと見なされねばならない。そして、A2.6.2.2.1.2項
記載の手続きが適用されねばならない。採択に異議のある
構成国は局長と研究委員会議長に対して異議の理由を伝
えねばならない。異議を解決できない場合、局長は次回研
究委員会と関連する作業部会の会合に、その理由を明らか
にせねばならない。

（A2.6.2.4 解説記事）
　SG会合での採択条件を満たさない勧告案には、対象が
RRで参照引用されている勧告であるなど特別の事情がな
い限り、原則PSAAが適用される。PSAAで留意すべき点
は、2か月の検討期間中勧告案はまだ未採択であり、1か国
でも反対があれば、SG会合での扱いと同様（A2.6.2.2.1.2
参照）、a）傘下グループへの差し戻し、またはb）RAへ
の送付となることである。

A2.6.2.5　編集上の修正

A2.6.2.5.1　無線通信研究委員会（用語調整委員会を含む）
は、適当と考えられる際に、最新の変化を反映するため勧
告の編集上の更新を行うことが奨励される、例えば以下に
示すような場合：
－ITUの組織変更；
－無線通信規則条項の番号付けかえ、ただし条項のテ
キスト変更がない場合；
－ITU-R勧告間の相互参照の更新；
－既に有効ではない研究課題への参照の削除。

A2.6.2.5.2　編集上の修正は、A2.6.2.2項からA2.6.2.4項に
規定するような勧告の改訂案と見なすべきではない。しか
し、編集上の更新をした各勧告には、次の改訂まで「無
線通信研究委員会Ｘ（Ｘ：研究委員会の名称）はXXXX
年（修正が行われた年）に決議ITU-R1に従い編集上の修
正を行った。」ことを示す脚注を付すものとする。

A2.6.2.5.3　各研究委員会は研究委員会会合に出席する全
ての構成国の総意により、勧告に編集上の修正を行うこと
ができる。1つまたはそれ以上の構成国が、その修正は編
集上の更新以上のものであるとして、それに反対する場合
には、A2.6.2.2項からA2.6.2.4項に規定された改訂案の採択
と承認手続きを適用するものとする。

A2.6.2.5.4　さらに、編集上の修正は無線通信規則に参照
引用されているITU-R勧告の更新に適用してはならない。
そのようなITU-R勧告の更新は、本決議のA2.6.2.2項及び
A2.6.2.3項に規定する採択と承認手続きの2段階を通して行
わねばならない。

（A2.6.2.5 解説記事）
　本項で扱う「編集上の修正」（通称Editorial updating）は、
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フォーマルな改訂とは異なり、構成国協議（郵便投票）等
による手続きは要せず、SG会合で直ちに最終承認ができ
ること、勧告番号に付される改訂版数が変わらないことに
留意する必要がある。本項はA2.6.2.5.1で例示される諸項
目以外のケースにも適用されており、提案される修正案が
「編集上の修正」であるか否かは、SG会合で直接判断され
る場合が多い。本項は、A2.6.2.5.4に規定されるようにRR
に参照引用されている勧告には適用できない。また
A2.6.2.1.9.1に従い、10年以上無修正であった勧告について
も本修正は避けるべきである。

A2.6.3　削除

A2.6.3.1　各研究委員会は維持管理している勧告の見直し
を奨励されており、また、既に必要なしと見なされた勧告
があれば、それらの削除を提案すべきである。勧告を削除
する決定は、国別や地域間で異なる電気通信技術の状況
を考慮するものとする。いくつかの主管庁が旧い勧告の削
除に賛同しても、その勧告で扱う技術上または運用上の要
件は他の主管庁にとってまだ重要であるかもしれない。

A2.6.3.2　既存の勧告の削除は2段階の過程に従う。
－研究委員会による削除に対する合意、ただし会合に
出席した構成国代表団が削除に反対しない場合。
－この削除の合意に続いて、協議に基づく構成国の承
認。

　協議による勧告削除の承認は、A2.6.2.3項（承認）また
はA2.6.2.4項（PSAA）に規定する手続きの何れかを用い
るものとする。削除を提案された勧告は、2つの手続きの
何れかで勧告案承認を扱っている同じ回章に載せることが
できる。

（A2.6.3 解説記事）
　本項は勧告の削除条件と手続きについて規定している
が「既に必要なくなった」との判断にはA2.6.2.1.9 ITU-R
勧告の更新または削除の条件（10～ 15年無修正で維持さ
れたものは原則改訂しないこと）も合わせて考慮すべきで
ある。既存勧告の削除を提案した回章に対して構成国から
異議が出されて、結果的に維持された例も時折見られる。

A2.7　ITU-R報告
A2.7.1　定義

　既存の研究課題に関連する所与の課題、または附属書1

のA1.3.1.2項で述べた研究課題のない研究の結果について
研究委員会により作成された、技術上、運用上または手続
き上のテキスト。

A2.7.2　承認

A2.7.2.1　各研究委員会は、通常、研究委員会会合に出席
した全ての構成国の総意により、改訂または新規の報告を
承認することができる。
　総意への努力が全て尽くされた後には、研究委員会は
報告案を承認できるが、研究委員会議長は、異議のある
構成国に対して、その声明を当該報告内または研究委員
会会合の要約記録（あるいは同国の随意により双方）に含
めることを推奨するものとする。
　報告案に含まれる構成国からの声明は、その構成国が
公式に別の方法に同意しない限り、維持されねばならない。

A2.7.2.2　2つ以上の研究委員会の合同により策定された
新規または改訂報告は、関連する全ての研究委員会により
承認されねばならない。

A2.7.3　削除

　各研究委員会は、研究委員会会合に出席する全ての構
成国の総意により報告を削除することができる。

（A2.7 解説記事）
　報告（Report）を研究の成果として発行しているのは
ITU-RのみでITU-Tでは採用されていない。報告は勧告の
補完物とも位置付けられるが、特にWRC準備作業に伴う
outputに報告が多用されることもあり、近年その重要性は
増している。それに伴い本決議でも2015年の改訂で承認
条件（A2.7.2.1）がより詳細に定められた。すなわち、ご
く少数国の反対で重要な報告が承認されずに終わることを
避けるため、反対国の意向を「報告内に記載する」との条
件を採り入れた。勧告にも従来から「○○国は本勧告に
反対（または留保）」との記述を入れる慣習があり、これ
らは原則としてタイトルへの脚注に記載されていた。しか
し本項の条件では、反対する構成国の「声明」を含める
ことから脚注以外への記載も考慮することとなるが、その
実例はまだ見られていない。
　2つ以上のSGが策定に関わった報告について（A2.7.2.2）、
全ての関連SGでの承認が必要である点は勧告案の採択プ
ロセスと同様である。
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A2.8　ITU-Rハンドブック
A2.8.1　定義

　無線通信のある側面における現状の知識、今日の研究
状況、良好な運用・技術上の慣習について提供するテキ
ストで、途上国の必要条件に特に留意し、無線業務または
方式を計画・設計し、あるいは利用する無線技術者、方
式計画者または運用当局者向けに供されたもの。それは自
己完結的であり、他のITU無線テキストや手続き面への精
通は必要としないが、範囲と内容は既に公布済のITU外出
版物と重複しないものとする。

A2.8.2　承認

　各研究委員会は、改訂または新規ハンドブックを研究委
員会会合に出席した全ての構成国の総意により承認するこ
とができる。研究委員会は、関連傘下グループにハンドブッ
クの承認を権限委譲することができる。

A2.8.3　削除

　各研究委員会は、ハンドブックを研究委員会会合に出
席する全ての構成国の総意により削除することができる。

（A2.8 解説記事）
　ハンドブックはA2.8.2に規定するように、SG会合での承
認が原則であるが傘下グループ（作業部会等）にその承
認権限を委譲することができる（この点は各SG会合で予
め合意を取る必要がある）。作業部会レベルで最終承認可
能なITU-Rテキストはハンドブックのみである。

A2.9　ITU-R見解
A2.9.1　定義

　他の組織（ITUの他部門、国際組織、等）に向けた提
案または要請を含むテキストで、必ずしも技術的課題に関
連するものではない。

A2.9.2　承認

　各研究委員会は、改訂または新規の見解を研究委員会

会合に出席する全ての構成国の総意により承認することが
できる。

A2.9.3　削除

　各研究委員会は、見解を研究委員会会合に出席する全
ての構成国の総意により削除することができる。

（A2.9 解説記事）
　見解（Opinion）は、その定義にあるように他組織に向
けたITU-Rの意見表明である。近年は、他組織との意見交
換の必要性、緊急性は以前に比べて著しく増している。単
に意見表明するのみでは目的を達成できないので、見解に
代えてリエゾン文書や外部機関あてレターが頻繁に発出さ
れており（本誌前々号［1］A1.6.1.2－A1.6.1.4参照）、特に「見
解」を新たに作成する状況にはない。

あとがき
　本誌2月号から3回にわたり、ITU-Rの研究委員会会合等
での作業方法を規定した決議ITU-R 1-7の主要項目につい
て日本語訳とその解説を記載した。ITU-R会合の参加者は、
各会合の役割、会合のoutputとなる「勧告」「報告」など
の定義とそれらの承認手続きにつき一通りの知識を身につ
けておくことが望ましいので、本決議の内容を紹介した今
回の寄稿が参考になれば幸いである。
　最後に本稿の作成に当たり、本誌編集委員会経由で決
議和訳文の素案をご提供頂いた総務省担当部門に感謝の
意を表します。
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3.5  無線通信規則委員会（RRB）
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